提出書類作成上の留意事項
〔１　外部評価実施回数緩和適用報告書〕
　◆　令和７年３月末時点で運営している全ての事業所について記入する。
　◆　各事業所の状況を確認し、該当欄にチェックする。（各欄の説明は下記参照）
　◆　都に提出する際は、様式のみを送付する。資料の添付は必要ありません。
　≪各欄の記入について≫
①当年度外部評価実施状況
□　当年度における外部評価の実施の方法・有無で判断する。
□　「緩和適用あり」の欄は、緩和適用を受け外部評価を実施していない（自己評価のみ実施）場合にチェックする。
□　緩和適用を受けたが、任意でいずれかの外部評価を実施した場合は、「実施（都の第三者評価）」又は「実施（運営推進会議における評価）」欄にチェックする。
□　「未実施」の欄は、緩和適用を受けていないにも関わらず、いずれの外部評価も実施していない場合にチェックする。※運営基準上の義務を果たしていないため、指導の対象となる（開設後１年未満を除く）。
②翌年度外部評価実施回数緩和適用状況
□　資料２を参考に、要件を全て満たしている場合は、「緩和適用する（できる）」にチェックする。
□　要件を一つでも満たしていない場合又は①当該年度外部評価実施状況が「緩和適用あり」にチェックがある場合は、「緩和適用しない（できない）」欄にチェックする。
　③翌年度外部評価実施回数緩和適用要件
ア.都の第三者評価を５年連続実施している
□　当年度を含む５年連続で、都の第三者評価を実施している場合はチェックする。
□　緩和適用を受けている年度は、継続年数に含める。
□　緩和適用を受けず、運営推進会議における評価を実施している場合は、継続年数に含まない。
イ.評価結果等を区市町村に提出している
□　第三者評価結果報告書、目標達成計画及び自己評価結果の公表用報告書の全てを提出している場合はチェックする。
ウ.運営推進会議を１年に６回以上実施している　
□　運営推進会議実績表を参考にチェックする。
エ.運営推進会議に区市町村職員等が全て出席している
□　運営推進会議実績表の内容を参考にチェックする。
□　運営推進会議実績表において「やむを得ない欠席」かつ配布資料又は議事録の受領がある場合は、出席したこととみなす。「やむを得ない欠席」であっても資料等を受領していない場合は欠席とみなす。
オ.指定項目の評価結果
□　第三者評価において、都が指定する項目（別添「資料３地域密着型サービスに係る外部評価（第三者評価）における実施回数の緩和要件の取扱いについて（通知）」参照）の評価結果が全て適切だった場合はチェックする。
〔２　運営推進会議実績表〕
　◆　令和7年３月末時点で運営している全ての事業所について記入する。
　◆　各事業所の状況を確認し、該当欄に記入又はチェックする。（各欄の説明は下記参照）
　◆　都に提出する際は、様式のみを送付する。資料の添付は必要ありません。
　≪各欄の記入について≫
○運営推進会議開催日　
□　７回以上開催している場合は、行を増やして記入する。
□　災害等突発的な要因により予定日に開催できず、また代替の開催日も確保できないケースについて、保険者が年６回開催に相当すると認めた場合は、欄外または別紙に、中止となった理由、会議開催等に相当する理由を添付すること。
○区市町村職員又は地域包括支援センター職員の出席状況
□　出席した場合には、その出席した職員の所属について、区市町村職員が出席した場合は「区市町村」、地域包括支援センター職員が出席した場合は「地域包括」、両方出席した場合は、それぞれの欄にチェックする。
□　運営推進会議のメンバーでない職員が代理で出席した場合は、「出席」したこととみなす。
□　「やむを得ない欠席」とは、出席のための調整を行ったが、業務上の理由等により出席が困難な場合や出席予定であったが急遽出席できなくなった場合のことをいう。
	〈やむを得ない欠席の判断基準〉
・運営推進会議のメンバーとして位置づけられていること。
・開催予定を事前に把握し、毎回出席できるよう、区市町村と地域包括支援センターが連携、調整していること。
・出欠の可否について、開催の都度判断していること（年度当初から欠席を予定することは不可）。


□　「欠席」とは、はじめから出席しないこととなっている場合をいう。
○資料等の受領状況
　　□　運営推進会議の出席状況が「やむを得ない欠席」に該当している場合で、配布資料又は議事録を受領している場合に、該当する欄にチェックする。
○外部評価
　　□　運営推進会議における評価を実施した日にチェックする。
　　
〔３　各事業所の公表用報告書（ＰＤＦファイル化）〕
◆　事業所の提出した報告書に不備がないか確認した上でＰＤＦファイルとする。
□　公表用報告書の様式に誤りはないか（サービス・評価の手法により様式が異なる）。
□　１頁目の「事業者番号」「事業所名」「自己評価実施日」「目標達成計画作成日」に記入漏れはないか。
□　２頁目の「目標達成計画」を記入しているか。
□　３頁以降の「事業者番号」「事業所名」及び「標準項目の実施状況」等に記入漏れはないか。
□　各事業所のファイル名が「年度_サービス種別コード_事業者番号」（半角英数字）となっているか。
　　　　　　　　　　　　　　　　    ↑アンダーバー　　　 ↑アンダーバー
　サービス種別コード　認知症対応型共同生活介護　013
（※とうきょう福祉ナビゲーション用のデータベース用コード）
（認知症対応型共同生活介護事業所の例　「6_013_139○○○○○○○」）
　　　　　　　　　　　　　　
※　ＰＤＦ化することができない特別な事情がある場合には、個別にご相談ください。
※　緩和適用を受け自己評価のみを実施した事業所及び運営推進会議における評価を実施した事業所については、福ナビにおける公表は行わないため、公表用報告書のＰＤＦ化及び東京都への送付は必要ありません〈実施方針６（１）②〉
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